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平成30年３月５日版

※ 本資料は現時点での改定の概要をご紹介するためのものであり、必ずしも最終的な施行内容が反映されてい
ない場合等があります。算定要件・施設基準等の詳細については、関連する告示・通知等をご確認ください。

※ 本資料は、ＨＰ掲載時に適宜修正する場合がありますのでご留意ください。



診療報酬本体 ＋０．５５％

各科改定率 医科 ＋０．６３％
歯科 ＋０．６９％
調剤 ＋０．１９％

薬価等
①薬価 ▲１．６５％

※ うち、実勢価等改定 ▲１．３６％
薬価制度の抜本改革 ▲０．２９％

②材料価格 ▲０．０９％

団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年とそれ以降の社会・経済の変化や技術革
新への対応に向けて、平成３０年度診療報酬改定により、質が高く効率的な医療提
供体制の整備とともに、新しいニーズにも対応できる質の高い医療の実現を目指す。

平成30年度診療報酬改定

2なお、上記のほか、いわゆる大型門前薬局に対する評価の適正化の措置を講ずる。

平成３０年度診療報酬改定の概要
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医科 （「医科Ⅰ」参照）
１．医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価
２．外来医療の機能分化、かかりつけ医の機能の評価
３．入退院支援の推進
４．質の高い在宅医療・訪問看護の確保
５．医療と介護の連携の推進
歯科 （「歯科」参照）
１．かかりつけ歯科医の機能の評価
２．周術期等の口腔機能管理の推進
３．質の高い在宅医療の確保
調剤
１．かかりつけ薬剤師の推進
２．地域医療に貢献する薬局の評価

医科 （「医科Ⅰ」「医科Ⅱ」参照）
１．重点的な対応が求められる医療分野の充実
１） 小児医療、周産期医療、救急医療の充実
２） 緩和ケアを含む質の高いがん医療等の評価
３） 認知症の者に対する適切な医療の評価
４） 地域移行・地域生活支援の充実を含む質の高い精神医療の評価
５） 感染症対策や薬剤耐性対策、医療安全対策の推進
６） 適切な腎代替療法の推進

２． 先進的な医療技術の適切な評価と着実な導入
１） 遠隔診療の評価
２～８） （略）

歯科 （「歯科」参照）
１． 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応、生活の
質に配慮した歯科医療の推進

調剤
１． 薬局における対人業務の評価の充実
２． 効率的で質の高い在宅薬剤管理指導業務の推進

１． チーム医療等の推進(業務の共同化、移管等)等の勤
務環境の改善 （「医科Ⅰ」参照）

２． 業務の効率化・合理化 （「医科Ⅰ」参照）

１． 薬価制度の抜本改革の推進 （「薬価制度」参照）
２． 後発医薬品の使用促進、医薬品の適正使用の推進 （「医科Ⅰ」参照）

３． 費用対効果の評価 （「医科Ⅱ」参照）
４． 調剤報酬（いわゆる門前薬局等の評価）の見直し
５． 医薬品、医療機器、検査等の適正な評価 （「医科Ⅰ」「医科Ⅱ」参照）

Ⅰ 地域包括ケアシステムの構築と
医療機能の分化・強化、連携の推進

Ⅲ 医療従事者の負担軽減、
働き方改革の推進

Ⅱ 新しいニーズにも対応でき、安心・安全で
納得できる質の高い医療の実現・充実

Ⅳ 効率化・適正化を通じた制度の
安定性・持続可能性の強化

平成30年度診療報酬改定

平成３０年度診療報酬改定の概要



平成３０年度調剤報酬改定の概要

１．かかりつけ薬剤師・地域医療に貢献する薬局の評価

２．薬局における対人業務の評価の充実

３．後発医薬品の使用促進

４．いわゆる門前薬局の評価の見直し

５．その他の調剤報酬改定事項

６．地方厚生局への届出と報告
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平成30年度診療報酬改定

処方箋受取率の年次推移



医療費の動向、調剤医療費の動向（厚生労働省保険局調査課）を基に作成
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○ 調剤医療費の伸びの大部分は薬剤料。これには、院外処方への切替えにより、入院外に計上され
ていた薬剤料が調剤医療費に振り替わった分が含まれている。
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平成30年度診療報酬改定

医療費と調剤医療費の推移



調剤医療費の動向（厚生労働省保険局調査課）を基に作成
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平成30年度診療報酬改定

処方箋１枚当たり調剤医療費の推移



○ 薬局の処方箋応需の状況は、主に特定の医療機関からの処方箋を応需している薬局が約7割となっている。

※薬局調査薬局の処方箋応需の状況

平成28年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（平成29年度調査）後発医薬品の使用状況調査

※ 医療機関が少ない地域では、かかりつけ薬局としての機能を果たしている薬局もある。

69.5%

22.1% 47.4%

4.1%

24.5%

0.9%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
(n=666)

主に近隣にある特定の病院の処方箋を応需
主に近隣にある特定の診療所の処方箋を応需
主に複数の特定の保険医療機関（いわゆる医療モールも含む）の処方せんを応需
様々な保険医療機関からの処方箋を応需
その他
無回答
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平成30年度診療報酬改定

薬局の処方箋応需の状況



○ 特定の医療機関からの処方箋集中率については、受付回数が最大となる医療機関からの集中率が90％以上の
薬局は40.3％であり、上位3箇所の医療機関の処方箋集中率の合計が90％以上の薬局は60.3％であった。

〔出典〕平成28年度厚生労働省保険局医療課委託調査「薬局の機能に係る実態調査」

最も受付回数が多い保険医療機関の処方箋
集中率

受付回数上位3箇所の保険医療機関合算
の処方箋集中率
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平成30年度診療報酬改定

特定の医療機関からの処方箋集中率



医薬分業に対する厚生労働省の基本的な考え方

今後の薬局の在り方（イメージ）

医療機関Ａ 門前薬局a

医療機関Ｂ
門前薬局b

かかりつけ医・医療機関
かかりつけ薬剤師・薬局

現状 今後

処方箋
自宅 地域の薬局

受診

地域の医療機関

ケアマネジャー

栄養士

訪問看護ステーション
看護師

医療機関Ａ

医療機関Ｂ

処方
箋

自宅

受診

地域包括ケア
連携

連携

多くの患者が門前薬局で薬を受け取っている。
患者はどの医療機関を受診しても、
身近なところにあるかかりつけ薬局に行く。

○薬局の薬剤師が専門性を発揮して、患者の服用薬について一元的な薬学的管理を実施。
○これにより、多剤・重複投薬の防止や残薬解消なども可能となり、患者の薬物療法の安全性・有
効性が向上するほか、医療費の適正化にもつながる。

受診

受診

在宅
訪問

平成27年5月21日規制改革会議
健康・医療WG厚生労働省提出資料（改）
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「患者のための薬局ビジョン」～「門前」から「かかりつけ」、そして「地域」へ～「患者のための薬局ビジョン」～「門前」から「かかりつけ」、そして「地域」へ～

・ 要指導医薬品等を適切に選択できるような供給機能
や助言の体制
・健康相談受付、受診勧奨・関係機関紹介 等

・専門機関と連携し抗がん剤の副作用対応や抗
HIV薬の選択などを支援 等

かかりつけ薬剤師・薬局

☆ 副作用や効果の継続的な確認
☆ 多剤・重複投薬や相互作用の防止 ・ 24時間の対応

・ 在宅患者への薬学的管理・服薬指導

☆ 夜間・休日、在宅医療への対応

☆ 国民の病気の予防や健康サポートに貢献 ☆ 高度な薬学的管理ニーズへの対応

☆ 副作用・服薬状況
のフィードバック

○ ＩＣＴ（電子版お薬手帳等）を活用し、
・ 患者がかかる全ての医療機関の処方情報を把握
・ 一般用医薬品等を含めた服薬情報を一元的・継続
的に把握し、薬学的管理・指導

☆ 医療機関への
受診勧奨

☆ 疑義照会・
処方提案

☆ 医薬品等に関する相談
や健康相談への対応

※ 地域の薬局・地区薬剤師会との連携のほか、へき地等
では、相談受付等に当たり地域包括支援センター等と
の連携も可能

医療機関等との連携

24時間対応・在宅対応
服薬情報の一元的・継続的把握と
それに基づく薬学的管理・指導

健康サポート機能 高度薬学管理機能
健康サポート薬局

☆ 医療情報連携ネット
ワークでの情報共有

平成27年10月23日公表
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服薬

主治医との連携、患者からのインタビューやお薬手帳の内容の把握等を通じて、患者がかかっている全ての医療機
関や服用薬を一元的・継続的に把握し、薬学的管理・指導を実施。

患者に複数のお薬手帳が発行されている場合は、お薬手帳の一冊化・集約化を実施。

「患者のための薬局ビジョン」～「門前」から「かかりつけ」そして「地域」へ～

２
開局時間外でも、薬の副作用や飲み間違い、服用のタイミング等に関し随時電話相談を実施。

夜間・休日も、在宅患者の症状悪化時などの場合には、調剤を実施。

地域包括ケアの一環として、残薬管理等のため、在宅対応にも積極的に関与。
(参考)・現状でも半分以上の薬局で24時間対応が可能。（5.7万のうち約3万の薬局で基準調剤加算を取得）

・薬局単独での実施が困難な場合には、調剤体制について近隣の薬局や地区薬剤師会等と連携。

・へき地等では、患者の状況確認や相談受付で、薬局以外の地域包括支援センター等との連携も模索。

３．
医師の処方内容をチェックし、必要に応じ処方医に対して疑義照会や処方提案を実施。

調剤後も患者の状態を把握し、処方医へのフィードバックや残薬管理・服薬指導を行う。

医薬品等の相談や健康相談に対応し、医療機関に受診勧奨する他、地域の関係機関と連携。

○ 地域包括ケアシステムの一翼を担い、薬に関して、いつでも気軽に相談できる かかりつけ薬
剤師がいることが重要。

○ かかりつけ薬剤師が役割を発揮するかかりつけ薬局が、組織体として、業務管理（勤務体制、
薬剤師の育成、関係機関との連携体制）、構造設備等（相談スペースの確保等）を確保。

１．服薬情報の一元的・継続的把握とそれに基づく薬学的管理・指導

３．医療機関等との連携

２．24時間対応・在宅対応

平成27年10月23日
厚生労働省公表資料改変○かかりつけ薬剤師・薬局が持つべき３つの機能○かかりつけ薬剤師・薬局が持つべき３つの機能
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「薬中心の業務」

・処方箋受取・保管

・調製(秤量、混合、分割)

・薬袋の作成

・報酬算定

・薬剤監査・交付

・在庫管理

医薬関係団体・学会等
で、専門性を向上するた
めの研修の機会の提供

医療機関と薬局との間
で、患者の同意の下、検
査値や疾患名等の患者情
報を共有

医薬品の安全性情報等の
最新情報の収集

「患者中心の業務」

・処方内容チェック

(重複投薬、飲み合わせ)

・医師への疑義照会

・丁寧な服薬指導

・在宅訪問での薬学管理

・副作用・服薬状況の

フィードバック

・処方提案

・残薬解消

「患者中心の業務」

「薬中心の業務」専門性＋コミュニケーション
能力の向上

薬中心の業務

薬中心の業務

患者中心の業務 患者中心の業務

平成27年10月23日
厚生労働省公表資料改変

～対物業務から対人業務へ～

「患者のための薬局ビジョン」～「門前」から「かかりつけ」そして「地域」へ～

○かかりつけ薬剤師としての役割の発揮に向けて○かかりつけ薬剤師としての役割の発揮に向けて
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経済財政運営と改革の基本方針2017（骨太方針）（抄）
（平成29年６月９日閣議決定）

⑦薬価制度の抜本改革、患者本位の医薬分業の実現に向けた調剤報酬の見直し、薬剤の適
正使用等

調剤報酬については、薬剤の調製などの対物業務に係る評価の適正化を行うとともに、在宅訪
問や残薬解消などの対人業務を重視した評価を、薬局の機能分化の在り方を含め検討する。こ
れらの見直しと併せて、様々な形態の保険薬局が実際に果たしている機能を精査し、それに応じ
た評価を更に進める。

薬剤の適正使用については、病状が安定している患者等に対し、残薬の解消などに資する、医
師の指示に基づくリフィル処方の推進を検討する。また、重複投薬や多剤投与の適正化につい
て、医師、薬剤師それぞれの役割を踏まえ、保険者等と連携した取組を推進するとともに、高齢
者の生活習慣病治療薬等の重複投薬や多剤投与を含む処方の在り方について検討し、国内外
の調査を踏まえ、ガイドラインの作成を含め、適正な処方に係る方策の検討を進める。

14



行政事業レビューにおける取りまとめ意見
平成29年11月16日 秋のレビュー（秋の年次公開検証）歳出改革ＷＧによる取りまとめ概要

参考

石井 雅也 太陽有限責任監査法人 パートナー
石堂 正信 公益財団法人交通協力会常務理事
河村 小百合 （株）日本総合研究所調査部上席主任研究員
○佐藤 主光 一橋大学国際・公共政策大学院教授
（参考人） 伊藤 由希子 津田塾大学総合政策学部准教授

調剤技術料は、薬局のどのような機能や付加価値を評価して設定されているものか。
また、調剤報酬により生じる院内処方と院外処方のコスト差は、薬局の実態や院外処方の付加価値に照らして妥当
な水準といえるのか。
薬局の果たす機能、薬局の形態による収益性の差異を踏まえ、現在の調剤基本料の設定の在り方は適正といえる
のか。

現行の調剤技術料はサービスの価値の如何を問うことなく、費用を補填する仕組みになっているのではないか。３倍に
見合う価値が検証されていないのではないか。
調剤技術料については全体的に引き下げを含めメリハリのある仕組みを作るべきではないか。
調剤基本料は医薬分業が定着していることからその役割を終えているのではないか。
チェーン薬局、門前薬局については、実態を踏まえ一層引き下げの余地があるのではないか。
かかりつけ薬局はいまだ少数であり、このままの体系で進めるには疑問の余地がある。
全体的にメリハリのある報酬設定にすべき。実態を踏まえ、どれぐらいの価値を生み出しているか、患者目線での検討
が望まれる。
加算は、一部しかやっていない、理想像の薬局をベースとして決めているのではないか。今後、証拠に基づく政策立案
（EBPM）の視点による調剤報酬設定が急がれるのではないか。

歳出改革WG評価者 ※○は取りまとめ評価者

論点

取りまとめ
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行政事業レビュー２９．１１．１６

内閣官房行政改革推進本部事務局提出
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厚労省が目指す「かかりつけ薬剤師・薬局」

行政事業レビュー２９．１１．１６

内閣官房行政改革推進本部事務局提出
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院内処方と院外処方のコスト差

行政事業レビュー２９．１１．１６

内閣官房行政改革推進本部事務局提出
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薬局の形態の多様化
行政事業レビュー２９．１１．１６

内閣官房行政改革推進本部事務局提出
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薬局の形態の多様化
行政事業レビュー２９．１１．１６

内閣官房行政改革推進本部事務局提出
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薬局の形態の多様化
行政事業レビュー２９．１１．１６

内閣官房行政改革推進本部事務局提出
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薬局の形態の多様化
行政事業レビュー２９．１１．１６

内閣官房行政改革推進本部事務局提出
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行政事業レビュー２９．１１．１６

内閣官房行政改革推進本部事務局提出
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診療報酬（調剤技術料）

厚生労働省 保険局

平成29年11月16日（木）

平 成 2 9 年 1 1 月 1 6 日

行政事業レビュー資料
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調剤技術料の評価内容と患者メリット

調剤技術料には、上記の薬剤師が行う業務にかかる費用の他、医薬品備蓄、診療報酬請求にかかる設備や人件費などが含まれる。

以下を踏まえ処方内容を確認
• 薬が正しく飲めているか（余っていないか）確
認

• 反復継続して副作用があるか薬が効いているか
確認

• 併用している薬や飲食物の確認
処方に疑義や変更の必要がある場合、処方元の医
師に問い合わせ、変更の相談
後発医薬品の使用促進
薬の調製、飲みやすい形への変更・工夫
医薬品の服用方法、保管方法の説明
副作用など使用時に注意すべき事項の説明
お薬手帳の提供
患者の服用状況や指導内容などの記録

調剤後の継続的な電話での相談対応
患者の服薬状況の医師との共有
医薬品安全情報の収集 など

○ 評価内容 ○ 患者のメリット

○ 医師が患者に処方箋を交付し、薬局の薬剤師がその処方箋に基づき調剤を行い、医師と薬剤師が独立し
た立場で業務を分担し、薬物療法の有効性及び安全性の向上を通じ、国民医療の質的向上を図る。

○ 薬局の薬剤師は、患者の薬歴管理を行い、重複投薬、相互作用の有無を確認し、患者に適した薬となる
よう医師と調整するとともに、薬の効果、副作用、用法などについて、患者に説明（服薬指導）する。

自分に合った薬か確認し、医師と調整し
てもらえる

薬が余っていれば、医師と調整してもら
える

効き目が同じで安価な薬がもらえる
薬が飲みやすくなる

薬を正しく使用できる

自分の薬を知り、自分の薬の記録が作れ
る
服用歴を踏まえ、継続的な薬のチェック
が受けられる
服用期間中の不安が解消できる
服用期間中の副作用等の情報が医師と共
有され、その後の処方に反映される。

平 成 2 9 年 1 1 月 1 6 日

行政事業レビュー資料
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院内と院外の評価の違い

院内（医療機関） 院外（薬局）

調剤（技術）
基本料

8点
（外来）

医薬品備蓄、調剤用機器などの経費の一
部

41点

以下の薬局の運営経費

・医薬品備蓄、建物、調剤用機器などの経費、安
全対策経費（DI業務）等

42点
（入院）

※医療機関全体にかかる建物や設備などの経費
は、初診料・再診料に包含される

調剤料 9点
（外来）

（実施者が薬剤師か否かにかかわらず）薬
剤調製に係る人件費等

日数・剤
数に応じ
る
5点/日（1
～7日）、
3剤まで
等

薬剤師が行う以下の業務に係る人件費等

・服薬情報や副作用歴確認、処方監査、疑義照
会、薬剤調製、服薬指導、調剤録の保存、電話
相談

7点/日
（入院）

薬剤師が行う処方監査、疑義照会、薬剤
調製に係る人件費等

※情報管理や情報通信等の実務経費は、初診
料・再診料に包含される

薬剤管理指
導料等 320点

（入院）
週1回

薬剤師が行う以下の業務に係る人件費等

・薬歴の記載とそれを活用した処方内容の
チェック等、服薬情報や副作用歴確認、
服薬指導

38点/50
点
（薬剤服用
歴管理指導
料）

薬剤師が行う以下の業務に係る人件費等

・薬歴の記載とそれを活用した処方内容のチェッ
ク等、薬剤情報提供文書を用いた説明、手帳に
記載、後発品の説明

薬剤情報提
供料

13点
（外来）

薬剤情報提供文書の交付やお薬手帳へ
の記載に係る経費

－

医薬品備蓄数（うち注射剤）

約1,070品目（10品目）

診療所約160品目、病院約870品目（270品目）
７剤以上処方回数（/月） 3.77％（2,300,037回/60,978,455回）1.23％（264,015回/21,508,838回）

3.1倍

出典）平成29年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査(後発調査) 出典）平成28年度社会医療診療行為別統計

○ 院内も院外も薬剤師が行う業務は基本的に同様に評価。
○ 院外（薬局）の場合、一般に医薬品の備蓄数が多く負担が大きい。また、多剤処方等により注意を要する事例が多い。

平 成 2 9 年 1 1 月 1 6 日

行政事業レビュー資料
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院内処方と院外処方の費用の関係（推計）

前提条件 院内処方
（診療所等）

院外処方
（薬局）

差額

（例）

・高血圧、糖尿
病、不眠、胃炎
（内服薬28日分）

合計 320 円 合計 3,450 円 3,130 円

○ 具体的なケースにおける院内処方と院外処方の診療報酬上の評価（例）

※財務省 財政制度分科会資料（平成29年10月25日）より改変
（調剤にかかる報酬部分を抽出、一包化しない前提で算出）

○ 薬剤に係る費用（例）
先発
品
使用
時

後発
品
使用
時

オルメサルタン錠20㎎ 3,080 1,680
アムロジピン錠5mｇ 1,400 560
メトホルミン塩酸塩錠500mg 1,400 840
ミグリトール錠50㎎ 4,480 1,680
アルプラゾラム錠0.4mg 280 280
レバミピド錠100mg 1,120 840
ランソプラゾール錠15mg 2,240 840

合計 14,000 6,720

差額 -7,280 円

調剤技術基本料

調剤料
その他加算
薬剤情報提供料等

80円

90円
20円
130円

調剤基本料
後発医薬品調剤体制加算
調剤料
向精神薬等加算
薬剤服用歴管理指導料

410円
180円
2,400円
80円
380円

※第2回NDBオープンデータより使用数量の多い薬剤を選出

28日分

○ 院外処方の効果

３ 医療費適正化効果（計 2,608円）
１）後発医薬品の使用促進の差2,293円（7,280円×（67.4%-35.9%）/100）
（平均後発品調剤割合 薬局：67.4％、診療所：35.9％）

２）重複投薬・相互作用の防止等 315円

出典）平成29年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査(後発調査)

出典）保険薬局における薬学的判断に基づく疑義照会の経済効果（神村英利ら）より算出

○ 報酬に関する費用負担の考え方が薬局と医療機関の間で異なるため、院内・院外処方は本来は比較対象
ではないが、比較してみると次のとおり。

※院内処方と院外
処方の間で、処方
期間が同一であ
ると仮定

１ 薬物療法の有効性の向上

２ 薬物療法の安全性の向上

薬局の場合、薬剤師による薬歴管理や服薬指導によって、以下の効果が期待できる。

平 成 2 9 年 1 1 月 1 6 日

行政事業レビュー資料
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4000回2000回

90 %

70 %

100 %

処方箋枚数

調剤基本料１ ４１点

調剤基本料２ ２５点

薬局グループ 調剤基本料３
●①グループ全体の処方箋枚数が月４万回超 かつ
②処方箋集中率が95％超の薬局

（グループ全体の処方箋枚数にかかわらず）
● ②処方箋集中率70%超 かつ
③処方箋枚数月4,000回超

● ②処方箋集中率90%超 かつ
③処方箋枚数月2,000回超

処方箋
集中率

調剤基本料３ ２０点

薬局の収益状況や医薬品の備蓄等の効率性を踏まえ、以下の点から基準に該当する薬局の調剤基本料を特例的に引き下げ。
① 薬局グループ全体の処方箋枚数
② 当該薬局の特定の医療機関からの処方箋集中率
③ 当該薬局の処方箋枚数 など

いわゆる門前薬局の調剤報酬の適正化

※調剤基本料：処方箋１枚あたりにかかる基本費用

調剤報酬については、薬剤の調製などの対物業務に係る評価の適正化を行うとともに、在宅訪問や残薬解消などの対人業務を重
視した評価を、薬局の機能分化の在り方を含め検討する。これらの見直しと併せて、様々な形態の保険薬局が実際に果たしている
機能を精査し、それに応じた評価を更に進める。（経済財政運営と改革の基本方針2017）

平 成 2 9 年 1 1 月 1 6 日

行政事業レビュー資料
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（％）
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※

※薬価差（推定乖離率）：薬価調査により把握さ
れる市場実勢価格と薬価基準との差

28.5%

21.9%19.6%

※平成27年度の推定乖離率は8.8%

8.2%

薬価差（推定乖離率）及び薬剤費比率の年次推移
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処方箋受取率の年次推移

平成28年度
処方箋受取率
７１．７％

医薬分業の進展と薬剤費比率の推移 平 成 2 9 年 1 1 月 1 6 日

行政事業レビュー資料
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乳幼児・小児期乳幼児・小児期 成人期成人期 中年期中年期 高齢期・後期高齢期高齢期・後期高齢期

ライフステージにおける患者と薬剤師・薬局のかかわり（イメージ）

患
者
が
抱
え
る
課
題

薬
剤
師
・

薬
局
の
か
か
わ
り

急性疾患 急性疾患

ADL低下

■成長に応じた投与量

■アレルギーの心配

■薬がうまく飲めない

■誤飲、飲み忘れの
対応がわからない

■閉局時の電話相談

■飲みやすさの改善

■投与量、回数等の確認

検診等の受診勧奨、健康相談

■薬の数が増える

■食品やOTC医薬品との
相互作用の確認

■薬の重複・相互作用の防止

■服薬アドヒアランスの確保

■多剤服用の適正化
■残薬の適正化

■在宅薬剤管理

■無菌調剤

■緊急時対応

■ハイリスク薬への注意

■症状がないと飲み忘れる

■副作用等の問題の早期発見

■薬剤に係る提案、疑義照会■受診勧奨■残薬・副作用の共有

多職種連携

入院医療機関 自宅等
訪問看護師、ケアマネ等

■訪問看護師、ケアマネ等との連携

専門医・専門医療機関

■服用期間中の電話等でのフォロー

■入退院時の情報共有

■疾患の悪化による、より作用
の強い薬への処方変更

■普段の生活と薬の関係
について知りたい

■薬が余る

■薬が飲みづらい■服用後の体調変化が気
になる

■代謝・排泄能力の低下
による効果・副作用の変化

■緩和ケアをうけたい

かかりつけ医

■副作用かなと思ったら
すぐ相談したい

■いろんな薬剤師と同
じ話をするのは面倒

■前に副作用が出た薬
と同じでないか不安

■家でも注射薬が必要

処方監査、薬学的管理・指導等を通じ、薬物療法の有効性・安全性向上に貢献

かかりつけ薬剤師・薬局による一元的・継続的なかかわりが重要

■同じ効き目なら安い
薬が良い

■後発医薬品の推奨

30

薬学的管理・指導

■家族の心配

■薬が重複してない
かわからない

厚生労働省保険局医療課にて作成

■薬への理解が難しくなる

■飲み忘れが多くなる

■家族等への情報提供

慢性疾患
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１．かかりつけ薬剤師の推進

２．地域医療に貢献する薬局の評価

Ⅰ 地域包括ケアシステムの構築と
医療機能の分化・強化、連携の推進

平成30年度診療報酬改定

平成３０年度診療報酬改定の概要－調剤Ⅰ、Ⅱ

１．薬局における対人業務の評価の充実

２．効率的で質の高い在宅薬剤管理指導業務の推進

Ⅱ 新しいニーズにも対応でき、安心・安全で
納得できる質の高い医療の実現・充実



〔出典〕「最近の調剤医療費（電算処理分）の動向」（厚生労働省保険局調査課） 特別集計
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○ かかりつけ薬剤師指導料の算定回数、算定薬局数は徐々に増えてきている。平成29年3月の算定件数は、全
処方箋枚数7,629万枚の1.28%に相当する。
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平成30年度診療報酬改定

かかりつけ薬剤師指導料の算定状況（2016年度）



● かかりつけ薬剤師指導料等※又は薬剤服用歴管理指導料の算定時における疑義照会の割合

薬学的な観点から必要
と認められる事項

上記以外

● 重複投薬・相互作用等防止加算の算定● 疑義照会の内容
「薬学的な観点から必要と認められる事項」の内訳

%

1.0

0.6

3.1

2.2

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0

算定しなかった

算定した

%

0.7

0.1

0.5

0.1

0.2

1.0

0.3

2.4
0.2

0.6

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5

その他

薬学的観点からの減薬

残薬の処方日数調整

相互作用

重複投薬

%

※かかりつけ薬剤師指導料又は
かかりつけ薬剤師包括管理料

かかりつけ薬剤師指導料等の算定時

薬剤服用歴管理指導料の算定時

1.6

5.3

1.4

3.9

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 7.0 8.0 9.0 10.0

薬剤服用歴管理指導料

かかりつけ薬剤師指導料等

薬剤服用歴管理指導料

○ 疑義照会の割合は、かかりつけ薬剤師指導料等を算定した場合で9.2%、薬剤服用歴管理指導料を算定した
場合で3.0%であった。

〇 疑義照会の内容別に分けても前者の方がそれぞれ高い傾向にあり、かかりつけ薬剤師の方が医師との連携が図れ
ていることがうかがえる。

（平成29年6月）

（388薬局）

（715薬局）

出典）診療報酬改定の結果検証に係る特別調査(H29かかりつけ薬剤師調査) 33

平成30年度診療報酬改定

かかりつけ薬剤師とそれ以外の場合の疑義照会の取組



○ 患者が選択した「かかりつけ薬剤師」が、処方医と連携して患者の服薬状況を一元的・継続
的に把握した上で患者に対して服薬指導等を行う業務を薬学管理料として評価する。

１．かかりつけ薬剤師の評価

改定後

かかりつけ薬剤師が行う服薬指導

かかりつけ薬剤師以外の薬剤師が行う服薬指導

（新）かかりつけ薬剤師指導料 73点

薬剤服用歴管理指導料 53点/41点

（新）かかりつけ薬剤師包括管理料 280点

かかりつけ薬剤師が行う服薬指導

かかりつけ薬剤師以外の薬剤師が行う服薬指導

（新）かかりつけ薬剤師指導料 70点

薬剤服用歴管理指導料 50点/38点

（新）かかりつけ薬剤師包括管理料 270点

改訂前

かかりつけ薬剤師・薬局の評価
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○ 当該指導料を算定しようとする薬剤師本人が次に掲げる全ての事項を説明した上で、患者の同意を得る。
ア かかりつけ薬剤師の業務内容
イ かかりつけ薬剤師を持つことの意義、役割等
ウ かかりつけ薬剤師指導料の費用
エ 当該指導料を算定しようとする薬剤師が、当該患者がかかりつけ薬剤師を必要とすると判断した理由
○ 患者に同意書へのかかりつけ薬剤師に希望する事項及び署名の記載を求める。
○ かかりつけ薬剤師に関する情報を文書により提供する。
○ 同意取得は、当該薬局に複数回来局している患者に行う。

かかりつけ薬剤師の推進①

かかりつけ薬剤師の適切な推進

○ かかりつけ薬剤師は、患者から血液検査などの結果の提供がある場合に、それを参考に薬学的管理・指導を行うことを明確化。
○ かかりつけ薬剤師指導料等の算定実績がある場合に調剤基本料の特例対象から除く取扱いを廃止する。

かかりつけ薬剤師指導料について

《かかりつけ薬剤師が実施すること》
１安心して薬を使用していただけるよう、使用している薬の情報を一元的・継続的に把握し
ます。

２お薬の飲み合わせの確認や説明などは、かかりつけ薬剤師が担当します。
３お薬手帳に、調剤した薬の情報を記入します。
４処方医や地域の医療に関わる他の医療者（看護師等）との連携を図ります。
５開局時間内／時間外を問わず、お問い合わせに応じます。
６血液検査などの結果を提供いただいた場合、それを参考に薬学的な確認を行います。
７調剤後も、必要に応じてご連絡することがあります。
８飲み残したお薬、余っているお薬の整理をお手伝いします。
９在宅での療養が必要となった場合でも、継続してお伺いすることができます。
10 次回から、かかりつけ薬剤師指導料を算定します。

《薬学的観点から必要と判断した理由》（薬剤師記入欄）

《かかりつけ薬剤師に希望すること》（患者記入欄）

かかりつけ薬剤師（＿＿＿＿）に関する情報

【経歴】

【認定薬剤師、専門薬剤師資格】

【修了した研修】

【論文、学会発表の実績】

【所属学会・団体、その他】

【連絡先】

同意書の様式（例）

□ 薬の一元的・継続的な把握
□ 薬の飲み合わせなどのチェック
□ 薬に関する丁寧な説明
□ 時間外の電話相談
□ その他（ ）

□ 他の医療関係者との連携
□ 飲み残した場合の薬の整理
□ 調剤後のフォロー
□ 在宅療養が必要になった場合の対応
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○ かかりつけ薬剤師指導料及びかかりつけ薬剤師包括管理料の施設基準について、当該保険薬局における在籍期間の要
件等を見直す。

○ 一つの保険薬局に常勤している薬剤師が、育児・介護休業法に定める短時間勤務を行う際の例外規定を設ける。

現行

【かかりつけ薬剤師指導料】
【かかりつけ薬剤師包括管理料】
［施設基準］
当該保険薬局に週32時間以上勤務している。

改定後

【かかりつけ薬剤師指導料】
【かかりつけ薬剤師包括管理料】
［施設基準］

当該保険薬局に週 32時間以上（32時間以上勤務する他の
保険薬剤師を届け出た保険薬局において、育児・介護休業法
の規定により労働時間が短縮された場合にあっては、週 24時
間以上かつ週４日以上である場合を含む。）勤務している。

かかりつけ薬剤師の推進②

かかりつけ薬剤師の要件の見直し

現行

【かかりつけ薬剤師指導料】
【かかりつけ薬剤師包括管理料】
［施設基準］
以下の要件を全て満たす保険薬剤師が配置されている。
(1)以下に掲げる勤務要件等を有している。
ア、イ (略)
ウ 施設基準の届出時において、当該保険薬局に６月
以上在籍していること。

改定後

【かかりつけ薬剤師指導料】
【かかりつけ薬剤師包括管理料】
［施設基準］
以下の要件を全て満たす保険薬剤師が配置されている。
(1)以下に掲げる勤務要件等を有している。
ア、イ (略)
ウ 施設基準の届出時において、当該保険薬局に
１年以上在籍していること。

短時間勤務の保険薬剤師のみでの届出不可

平成30年9月30日までは6ヶ月以上で可
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